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平成１７年３月期 個別財務諸表の概要 
  平成１７年４月２５日 
上場会社名  株式会社 クレスコ  上場取引所  東 
コード番号  ４６７４  本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.cresco.co.jp/）   

 

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 岩﨑 俊雄  
問合せ先責任者 役職名 取締役経営企画室長 氏名 酒井 一夫 ＴＥＬ （０３）５７６９－８０１１ 
決算取締役会開催日   平成17年４月25日  中間配当制度の有無  有 
配当支払開始予定日   平成17年６月20日  定時株主総会開催日  平成17年６月17日 
単元株制度採用の有無  有(1単元100株)   
 

１．17年3月期の業績（平成16年4月1日～平成17年3月31日） 
(１)経営成績                                     (百万円未満切捨) 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
17年3月期 9,965 (  2.2) 507 (  49.1) 763 (52.3) 
16年3月期 9,749 (△8.2) 340 (△17.3) 501 (△9.6) 
 

 当 期 純 利 益 １株当たり 
当 期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
17年3月期 1,162 ( 57.6) 169 95 169 78 10.9 5.0 7.7 
16年3月期 737 (153.5) 105 89  － 7.8 3.5 5.1 
(注)①期中平均株式数 17年3月期 6,746,399株 16年3月期 6,836,983株  
  ②会計処理の方法の変更  有  （固定資産の減損に係る会計基準を早期適用しております。） 
  ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(２)配当状況 

１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本  
 中  間 期  末 （年 間） 

配当性向 
配 当 率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
17年3月期 28 00 12 50 15 50 185 16.5 1.8 
16年3月期 20 00 7 50 12 50 135 18.9 1.3 

 
(３)財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 
17年3月期 14,559 10,541 72.4 1,619 23 
16年3月期 16,291 10,862 66.7 1,596 87 
(注)①期末発行済株式数 17年3月期 6,500,040株 16年3月期 6,793,930株  
  ②期末自己株式数 17年3月期 808,014株 16年3月期 514,124株  
 
２．18年3月期の業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日） 
 １株当たり年間配当金 
 

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
中  間 期  末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中間期 5,200 374 204 14 00  －  － 
通 期 11,000 855 413  － 14 00 28 00 
(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  61円08銭 
※業績予想につきましては発表日現在のデータに基づき作成したものであり、予想につきましては様々な不確定要素が内在して
おりますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は添付資料７ページ
をご参照ください。 
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（１）貸借対照表 
 

  前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 比較増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金   2,981,134   2,519,473   △461,661 

 ２ 受取手形   595   ―   △595 

 ３ 売掛金   2,083,427   2,152,873   69,445 

 ４ 有価証券   30,334   47,532   17,197 

 ５ 仕掛品   119,245   193,130   73,884 

 ６ 前払費用   68,634   99,735   31,101 

 ７ 関係会社短期貸付金   415,000   ―   △415,000 

 ８ 未収入金   345,712   4,839   △340,873 

 ９ 繰延税金資産   313,794   201,917   △111,877 

 10 その他   31,268   27,222   △4,046 

 11 貸倒引当金   △5,256   △7,508   △2,252 

   流動資産合計   6,383,892 39.2  5,239,215 36.0  △1,144,677 

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産          

  (1) 建物 ※１  566,413   669,188   102,775 

  (2) 工具器具備品 ※１  127,140   113,988   △13,151 

  (3) 土地   955,041   916,617   △38,424 

   有形固定資産合計   1,648,594 10.1  1,699,794 11.7  51,199 

 ２ 無形固定資産          

  (1) ソフトウェア   484,244   522,162   37,917 

  (2) 電話加入権   8,819   8,674   △145 

  (3) 電話施設利用権   857   735   △122 

   無形固定資産合計   493,922 3.0  531,572 3.6  37,649 

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券   7,110,170   5,870,542   △1,239,627 

  (2) 関係会社株式   190,944   630,944   440,000 

  (3) 敷金保証金   145,948   233,155   87,207 

  (4) 保険積立金   187,629   218,969   31,339 

  (5) その他   175,827   180,235   4,408 

  (6) 貸倒引当金   △45,000   △45,000   ― 

   投資その他の資産合計   7,765,520 47.7  7,088,847 48.7  △676,672 

   固定資産合計   9,908,037 60.8  9,320,214 64.0  △587,822 

   資産合計   16,291,930 100.0  14,559,429 100.0  △1,732,500 
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  前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 比較増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 買掛金   693,149   776,091   82,942 

 ２ 一年以内償還予定の社債   40,000   40,000   ― 

 ３ 未払金   184,135   168,766   △15,368 

 ４ 未払法人税等   574,889   278,436   △296,453 

 ５ 未払事業所税   14,425   13,061   △1,363 

 ６ 未払消費税等   69,067   33,291   △35,776 

 ７ 未払費用   76,962   63,730   △13,231 

 ８ 前受収益   173   90   △82 

 ９ 預り金   26,176   25,652   △523 

 10 賞与引当金   368,686   334,092   △34,593 

 11 新株引受権   5,016   ―   △5,016 

 12 その他   66,150   32,174   △33,976 

   流動負債合計   2,118,831 13.0  1,765,387 12.1  △353,444 

Ⅱ 固定負債          

 １ 社債   525,000   100,000   △425,000 

 ２ 退職給付引当金   335,535   427,849   92,313 

 ３ 役員退職慰労引当金   147,058   140,441   △6,616 

 ４ 預り保証金   177,124   170,805   △6,318 

 ５ 繰延税金負債   2,125,889   1,413,905   △711,984 

   固定負債合計   3,310,608 20.3  2,253,002 15.5  △1,057,605 

   負債合計   5,429,440 33.3  4,018,390 27.6  △1,411,049 

          

(資本の部)          

Ⅰ 資本金   2,514,875 15.5  2,514,875 17.3  ― 

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   2,998,808   2,998,808   ― 

   資本剰余金合計   2,998,808 18.4  2,998,808 20.6  ― 

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金   78,289   78,289   ― 

 ２ 任意積立金          

  (1) プログラム等準備金  88,389   79,638   △8,751  

  (2) 特別償却準備金  13,818   10,887   △2,931  

  (3) 別途積立金  1,710,000 1,812,208  2,270,000 2,360,525  560,000 548,316 

 ３ 当期未処分利益   723,016   1,153,891   430,874 

   利益剰余金合計   2,613,514 16.1  3,592,705 24.7  979,191 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   3,444,404 21.1  2,505,150 17.2  △939,254 

Ⅴ 自己株式   △709,112 △4.4  △1,070,501 △7.4  △361,388 

   資本合計   10,862,490 66.7  10,541,039 72.4  △321,450 

   負債・資本合計   16,291,930 100.0  14,559,429 100.0  △1,732,500 
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（２）損益計算書 

 

  
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

比較増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 百分比 
(％) 金額(千円) 

Ⅰ 売上高   9,749,732 100.0  9,965,011 100.0  215,279 

Ⅱ 売上原価   8,494,246 87.1  8,514,799 85.4  20,553 

    売上総利益   1,255,485 12.9  1,450,212 14.6  194,726 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   915,267 9.4  942,803 9.5  27,536 

    営業利益   340,218 3.5  507,409 5.1  167,190 

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息  12,001   7,609   △4,391  

 ２ 有価証券利息  5,962   17,494   11,532  

 ３ 受取配当金  22,516   71,903   49,387  

 ４ 不動産賃貸収入  209,616   194,572   △15,044  

 ５ その他  22,933 273,029 2.8 73,055 364,635 3.7 50,122 91,606 

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息  1,826   ―   △1,826  

 ２ 社債利息  12,590   8,359   △4,231  

 ３ 不動産賃貸費用  93,588   94,030   441  

 ４ その他  3,731 111,737 1.2 5,805 108,195 1.1 2,074 △3,541 

   経常利益   501,511 5.1  763,849 7.7  262,338 

Ⅵ 特別利益          

 １ 投資有価証券売却益  1,429,014   1,340,376   △88,637  

 ２ その他  ― 1,429,014 14.7 552 1,340,929 13.4 552 △88,084 

Ⅶ 特別損失          

 １ 固定資産除却損  109,237   69,256   △39,981  

 ２ 減損損失 ※１ ―   42,450   42,450  

 ３ 投資有価証券評価損  122,721   33,500   △89,221  

 ４ 事務所移転費用  143,469   68,077   △75,391  

 ５ 給与制度変更費用  107,935   ―   △107,935  

 ６ 関係会社整理損  90,737   ―   △90,737  

 ７ その他  38,551 612,653 6.3 54,426 267,710 2.7 15,874 △344,942 

   税引前当期純利益   1,317,872 13.5  1,837,068 18.4  519,196 

   法人税、住民税及び事業税  740,463   621,901   △118,562  

   法人税等調整額  △160,038 580,425 5.9 52,595 674,497 6.7 212,633 △94,071 

   当期純利益   737,446 7.6  1,162,571 11.7  425,124 

   前期繰越利益   36,576   76,275   39,699 

   自己株式処分差損   47   40   △7 

   中間配当額   50,958   84,914   33,956 

   当期未処分利益   723,016   1,153,891   430,874 
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（３）利益処分案 
 

  前事業年度 
(平成16年３月期) 

当事業年度 
(平成17年３月期) 比較増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益   723,016  1,153,891  430,874 

Ⅱ 任意積立金取崩高        

プログラム等準備金 
取崩高  8,751  10,584  1,832  

特別償却準備金 
取崩高  2,931 11,683 2,982 13,566 50 1,882 

合計   734,699  1,167,457  432,757 

Ⅲ 利益処分額        

１ 配当金  84,924  100,750  15,826  

２ 役員賞与金  13,500  16,000  2,500  

(うち監査役賞与金)  (1,500)  (1,500)  (－)  

３ 任意積立金        

  別途積立金  560,000 658,424 940,000 1,056,750 380,000 398,326 

Ⅳ 次期繰越利益   76,275  110,706  34,431 

        

（注）平成16年12月６日に１株につき12円50銭、総額84,914,875円の中間配当を実施いたしました。 
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財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及
び評価方法 

 
 
 
その他有価証券 
 時価のあるもの 

事業年度末の市場価額等に基づ
く時価法(評価差額は、全部資本
直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)によって
おります。 

 時価のないもの 
移動平均法による原価法によって
おります。 

子会社株式 
移動平均法による原価法によっ
ております。 

売買目的有価証券 
時価法(売却原価は移動平均法によ
り算定)によっております。 
その他有価証券 
時価のあるもの 

  同左 
 
 
 
 
 時価のないもの 
同左 
 
子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法によって
おります。 

２ たな卸資産の評価基準
及び評価方法 

仕掛品 
個別法による原価法によっておりま
す。 

仕掛品 
  同左 

３ 固定資産の減価償却の
方法 

(1) 有形固定資産 
定率法によっております。 
ただし、平成10年４月１日以
降に取得した建物(建物附属設
備を除く)については定額法に
よっております。 

 

(1) 有形固定資産 
定率法によっております。 
ただし、平成10年４月１日以降
に取得した建物(建物附属設備
を除く)については定額法によ
っております。 
なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。 
建物 ３～30年
工具器具備品 ４～20年

 
 (2) 無形固定資産 

定額法によっております。 
ただし、ソフトウェア(自社利
用)は社内における利用可能期
間(５年)に基づく定額法によ
っております。 

(2) 無形固定資産 
   同左 

 (3) 長期前払費用 
定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 
   同左 

４ 繰延資産の処理方法 社債発行費 
支出時に全額費用として処理して
おります。 

  
 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備
えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上し
ております。 

(1) 貸倒引当金 
   同左 

 (2) 賞与引当金 
従業員に対する賞与の支給に
充てるため、当社所定の計算
方法による支給見積額の当期
負担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
   同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

５ 引当金の計上基準 (3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるた
め、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当事業年度末
において発生していると認め
られる額を計上しておりま
す。 
なお、会計基準変更時差異
(70,190千円)については５年
による按分額を特別損失に計
上しております。 
数理計算上の差異について
は、各事業年度の発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(５年)による按
分額をそれぞれ発生の翌事業
年度より費用処理しておりま
す。 

(3) 退職給付引当金 
   同左 

 (4) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備
えるため、内規に基づく期末
要支給額を計上しておりま
す。なお、この引当金は商法
施行規則第43条に規定する引
当金であります。 

(4) 役員退職慰労引当金 
   同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
を行っております。 

 同左 

７ その他財務諸表作成の
ための重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 
   同左 

 

会計処理の変更 

 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 
   

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審
議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
６号 平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了
する事業年度に係る財務諸表から適用できることにな
ったことに伴い、当事業年度から同基準及び同適用指
針を適用しております。これにより税引前当期純利益
は42,450千円減少しております。なお、減損損失額に
ついては当該各資産の金額より直接控除しておりま
す。 
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表示方法の変更 
 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

（貸借対照表） 
 １ 前事業年度において独立掲記しておりました
「会員権」（当事業年度 79,150千円）は、総資
産の100分の1以下であるため、当事業年度におい
ては投資その他の資産の「その他」に含めて表示
しております。 

 ２ 前事業年度において独立掲記しておりました
「固定資産取得未払金」（当事業年度 50,988千
円）は、負債・資本の合計の100分の1以下である
ため、当事業年度においては流動負債の「その
他」に含めて表示しております。 

 
（損益計算書） 
 １ 前事業年度において営業外収益の「その他」に
含めて表示しておりました「受取配当金」（前事
業年度 15,844千円）については、当事業年度よ
り区分掲記しております。 

 ２ 前事業年度において営業外収益に独立掲記して
おりました「保険事務代行収入」（当事業年度 
2,155千円）は、営業外収益の総額の100分の10以
下であるため、当事業年度においては営業外収益
の「その他」に含めて表示しております。 

 ３ 前事業年度において特別損失の「その他」に含
めて表示しておりました「事務所移転費用」（前
事業年度 3,100千円）は、特別損失の総額の100
分の10を超えたため、当事業年度より区分掲記し
ております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

追加情報 

 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 
 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律
第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月
１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が
導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税
における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ
いての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計
基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の
付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管
理費に計上しております。 
 この結果、販売費及び一般管理費が34,583千円増加
し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、そ
れぞれ同額減少しております。 

 

― 40 ― 



ファイル名:決算短信.doc 更新日時:2005/04/25 15:09 印刷日時:05/04/25 15:13 

注記事項 

(貸借対照表関係) 
 

前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
417,740千円 

※２ 担保に供している資産 
該当事項はありません。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
429,198千円 

※２ 担保に供している資産 
該当事項はありません。 

  

 

(損益計算書関係) 
 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

 ※１ 当事業年度において、以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上しております。 

 
場所 用途 種類 減損損失額 

建物 4,025千円沖縄県 
中頭郡 
北中城村 

賃貸 
土地 38,424千円

合 計 42,450千円

  当社は、固定資産を賃貸に供している固定資産に
ついては物件ごとに、それ以外の固定資産について
は各事業部門別に把握したうえで地域ごとにグルー
プ化し、減損会計を適用しております。 

  上記の土地等につきましては、時価が帳簿価額に
対して著しく下落しているため、当事業年度におい
て帳簿価額を回収可能限度額まで減額し、当該減少
額を減損損失（42,450千円）として特別損失に計上
いたしました。なお、当資産グループの回収可能額
は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・
フローを３％で割引いて算定しております。 
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(リース取引関係) 
 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 
もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額 

 工具器具備品 
(千円) 

取得価額 
相当額 6,480 

減価償却 
累計額相当額 4,320 

期末残高 
相当額 2,160 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、財務諸表等規則第８
条の６第２項の規定に基づき、「支払利
子込み法」により算定しております。 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 
もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 
 
 
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内 2,160千円 
１年超 ― 
計 2,160千円 
(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定資産の期
末残高等に占める割合が低いため、「支
払利子込み法」により算定しておりま
す。 

 
 

 (3) 支払リース料(減価償却費相当額) 
支払リース料 2,592千円 
(減価償却費相当額)  
(注)減価償却費相当額は、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法に
より算定しております。 

 支払リース料(減価償却費相当額) 
支払リース料 2,160千円 
(減価償却費相当額)  
(注)減価償却費相当額は、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法に
より算定しております。 

  
２ オペレーティング・リース取引 
  （借主側） 

１年以内 1,816千円 
１年超 1,210  
計 3,027千円 

 

２ オペレーティング・リース取引 
  （借主側） 

１年以内 2,524千円 
１年超 2,189  
計 4,713千円 
  

  
 

(有価証券関係) 

前事業年度(平成16年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 
 

前事業年度 
（平成16年３月31日) 

当事業年度 
（平成17年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

(1) 流動の部 
繰延税金資産 
 賞与引当金損金算入限度超過額 151,161千円
 未払事業税否認 51,370 
 事業所移転費用否認 47,527 
 その他 63,736 
繰延税金資産合計 313,794千円

 
(2) 固定の部 

繰延税金資産 
 役員退職慰労引当金否認 60,293千円

16,027 

124,718 

 会員権評価損否認 
 会員権貸倒引当金否認 

347,804千円

 一括償却資産損金算入限度超
過額 

 退職給付引当金損金算入 
 限度超過額 

13,783 
18,450 

 投資有価証券評価損否認 114,513 
 その他 17 
 繰延税金資産合計 
繰延税金負債 
 プログラム等準備金 △55,341千円
 特別償却準備金 △7,565 

 繰延税金負債合計 

 有価証券評価差額金 △2,393,569 
 その他 △17,217 

△2,473,694千円
繰延税金負債の純額 △2,125,889千円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
（繰延税金資産） 
(1)流動資産 
  賞与引当金損金算入限度超過額 136,978千円
  未払事業税否認 
  その他 

計 

29,824 
35,114 
201,917千円

(2)固定資産 
  役員退職慰労引当金否認 57,581千円
  一括償却資産損金算入限 
  度超過額 14,370 

36,078 

  退職給付引当金損金算入 
  限度超過額 168,655 

  会員権評価損否認 13,783 
  会員権貸倒引当金否認 18,450 
  投資有価証券評価損否認 96,576 
  その他 
  繰延税金負債(固定)との相殺 △405,495 

計 ―千円
 繰延税金資産合計 201,917千円

 
（繰延税金負債） 
  固定負債 
  プログラム等準備金 △47,986千円
  有価証券評価差額金 △1,740,867 
  その他 △30,547 
  繰延税金資産(固定)との相殺 405,495 

△1,413,905千円計 
  繰延税金負債合計 △1,413,905千円
  差引：繰延税金負債純額 △1,211,988千円

 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  (調整) 

1.7 

  住民税均等割 0.7 
  その他 

 法定実効税率 41.0％

  交際費等永久に損金に 
  算入されない項目 

0.6 
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.0％

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 法定実効税率 41.0％
  (調整) 
  交際費等永久に損金に算入されない

項目 0.3 

  住民税均等割 0.5 
  IT投資促進税制適用による税額控除 △3.7 
  受取配当金の益金不算入 △1.1 
  その他 △0.3 
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.7％
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役員の異動 

1.代表者の異動予定 

該当事項はありません。 

2.その他の役員の異動予定（平成17年６月17日付） 

①新任取締役候補者 

山 田 則 夫 

（現 社長室長兼ソリューション本部営業統括部長） 

取締役 （現 経理部長） 

②退任予定取締役 

取締役 後 藤 良 男 
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